
 

 洞爺湖町住まいる中古住宅取得支援事業補助要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、洞爺湖町への定住及び移住を促進し、定住人口の増加と空き

家の有効活用を図り地域経済の活性化に寄与することを目的に、洞爺湖町内にお

いて中古住宅を取得した者に対して、その費用の一部を補助するものとし、交付

については、洞爺湖町補助金等交付規則（平成１８年洞爺湖町規則３０号）に定

めるもののほか、予算の範囲内において、補助金を交付するために必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 定住 ３年以上住むことを前提として本町の住民基本台帳に登録され、生活

の拠点が本町にあり、かつ、自ら所有する住宅に居住することをいう。 

⑵ 住宅 玄関、トイレ、台所、浴室及び居室等を有し、居住利用上の独立性を

有する延べ床面積４０㎡以上のものをいう。ただし、併用住宅にあっては、居

住部分の面積割合が２分の１以上とする。 

⑶ 中古住宅 前号に掲げる住宅のうち、過去に人の居住用として使用されたこ

とがある住宅をいう。 

⑷ 町内在住者 現に本町の住民基本台帳に登録されている者をいう。 

⑸ 転入者 中古住宅の売買契約日以降に、本町へ転入（住民基本台帳の転入確

定日）した者。ただし、転入前１年間本町の住民基本台帳に登録されたことの

ない者をいう。 

⑹ 子育て世帯 申請日において、高校生（１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの者）以下の子供を扶養する夫婦又は親子の世帯をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

のいずれにも該当し、申請時において市町村税等の滞納のない者とする。 

⑴ 町内在住者及び転入者が自らの居住の用に供するために町内において、中古

住宅を取得した者。ただし、住宅が共有名義の場合はその世帯主若しくは、持

分割合が最も多い者とし、持分割合が同じ場合はいずれかの者とする。 

⑵ 取得した住宅を住所地として、本町の住民基本台帳に登録されている者。 

⑶ 補助金の交付を受けた日以後３年以上当該住宅に居住が見込まれる者。 

⑷ この補助金の交付を既に受けていない者。 

⑸ 補助対象者及び同居しようとする者が、洞爺湖町暴力団排除条例（平成２４



 

年条例第１８号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴

力団員でないこと。 

（補助対象住宅等） 

第４条 補助金の交付の対象となる住宅は、次の各号のいずれにも該当するものと

し、２世帯以上が入居する住宅の場合は、入居する世帯数にかかわらず１世帯と

みなす。 

⑴ ２親等以内の親族から取得した中古住宅ではないこと。 

⑵ 令和５年４月１日以降に締結した売買契約により取得した中古住宅であり、 

かつ、契約締結日から２年以内のもの。 

⑶ 国、北海道、町の公共工事の移転補償及び相続や贈与により取得した中古住

宅でないこと。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、住宅及びその土地の取得に要した費用（建物の登記が共有

名義のときは、他の共有者の持分に係る部分の取得費用を含む。以下「取得費用」

という。）に１００分の１０を乗じて得た額（１万円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、上限を３０万円とする。ただし、次の各号に該当す

る者は、当該各号に定める額を加算した額を上限とする。 

⑴ 転入者 １０万円 

⑵ 子育て世帯 １０万円 

２ 前項で算出した補助金の額が、取得費用を上回る場合は、その上回った額を差

し引くものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、中古住

宅を取得した日（当該住宅の売買契約日）から１年以内に洞爺湖町住まいる中古

住宅取得支援事業補助金交付申請書（別記様式第１号）に、次の各号に掲げる書

類を添えて町長に提出するものとする。 

 ⑴ 続柄が記載された世帯全員の住民票  

 ⑵ 登記簿謄本（登記事項証明書）の写し又は全部事項証明書の写し 

 ⑶ 中古住宅の取得に係る売買契約書の写し 

 ⑷ 中古住宅の取得に係る領収書等の写し 

 ⑸ 住宅付近の位置図及び住宅の内外観写真 

 ⑹ 補助対象者の市町村税等に滞納がないことを証明できる書類 

 ⑺ 誓約書及び同意書（別記様式第２号） 

 ⑻ その他町長が必要と認める書類等 

（交付決定及び通知） 



 

第７条 町長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の可否を決定し、洞爺湖町住まいる中古住宅取得支援事業補助金交付決定

通知書（別記様式第３号）及び指令書（別記様式第４号）により申請者に通知す

るものとする。 

２ 町長は、補助金を交付しないことを決定したときは、洞爺湖町住まいる中古住

宅取得支援事業補助金不交付決定通知書（別記様式第５号）により申請者に通知

するものとする。 

（補助金の請求） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、補助金等交付請求書（別記様式第６号）により、町長に補助金を請求

するものとする。 

 （交付決定の取消し及び返還） 

第９条 交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合には、補助金の交付決定

を取消し、返還を命ずることができる。ただし、町長が特別の事情があると認め

た場合は、この限りではない。 

⑴ 偽りその他不正行為により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金交付の条件に違反したとき。 

⑶ 交付決定者が住宅取得日から３年未満で町外に転出し、若しくは町内転居し

たとき又はその住宅を譲渡若しくは貸付けし、若しくは取壊し等で居住しなく

なったとき。 

２ 町長は、前項の規定により取消したときは、洞爺湖町住まいる中古住宅取得支

援事業補助金取消通知書（別記様式第７号）により交付決定者に通知するものと

する。 

（報告等） 

第１０条 町長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者（以下「被

交付者」という。）から報告又は書類の提出を求めることができる。この場合に

おいて、当該被交付者は、町長に対して速やかにその求められた報告又は書類の

提出を行わなければならない。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

 この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 


